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	1	 	はじめに

前号でリスクを基準として検査やメンテナンス計画の最適

化を行うための方法として、リスクベースメンテナンス

（RBM：Risk Based Maintenance）手法が紹介された。

RBMは欧米やアジアを初めとして国際的に急速に普及しつ

つあり、さらに欧米では標準化や規格化が進んでいる。特に

米国石油学会（API）のRP5811）（Risk Based Inspection Base 

Resource Document）は、リスク評価のガイドラインとし

て、世界的に使われている。国内でも自己責任による保全や

維持管理の手法として、今後一般化されると考えられる 2,3）。

RBMの実施には、リスクを評価するツールが必要である。リ

スク評価ツールには、評価に必要なデータベース、手順を示

すガイドラインおよびマニュアルが含まれる。

リスクは構造物（設備・機器）の破損によってもたらされ、

破損の起きやすさ（破損確率）と破損による被害の大きさ（影

響度）の積として定義される。ここでは、主に破損の起きや

すさ（破損確率）を求めるためのツールについて述べる。

	2	 	破損の起きやすさ評価ツール

現存する構造物の多くは、金属材料（主に鉄鋼）を使って

作られている。構造物が安全に運用されるということは、言

い換えると破損せずに運用されるということである。構造物

の使用中の破損は、構成材料である金属材料固有の損傷機

構によるものである。我々が金属材料を構造材料として使用

してきた歴史は長く、多くの破壊事例を経験し、破損の原因

となる損傷機構は解明されているといえる。破損の起きやす

さは、それらの損傷機構の起きやすさを評価することである。

損傷機構の起きやすさを評価するには、対象とする構造物

に懸念される損傷機構を抽出して、機構別に起きやすさを評

価することになる。そのために、損傷機構を網羅した一覧

表、抽出ツールおよび余寿命評価ツールが必要となる。

2.1　金属材料の破損機構一覧表

金属材料の使用中の破損機構は、表 1に示すように大別で

きる。さらに詳細な損傷機構一覧表が（財）エンジニアリング

振興協会の「構造物長寿命化高度メンテナンス技術開発」（平

成16－18年度）4）プロジェクトで開発されており、参考にできる。

2.2　破損機構抽出ガイドライン

表 1に示すように破損機構は多数あるが、各破損機構の発

生には必須条件があり、メンテナンスの対象となる構造物に

実際に発生しうる破損機構は限られたものとなる。使用条件

から、懸念される破損機構を抽出（スクリーニング）すること
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損傷機構 概要

疲労

金属材料は静的負荷条件では破壊しない荷重でも、荷重の繰返
しによって破壊に至る。これを疲労破壊と呼ぶ。一定の応力（疲
労限）以下では、疲労は起こらないので、通常、疲労が起こら
ないような負荷応力になるよう設計されるが、予期せぬ応力集中な
どによって疲労破壊が起こる。構造材料の破損現象の中で、最
も頻度の多い破損機構である。

腐食

全面腐食 均質な表面に均質な腐食媒体（化学物質など）が接触し、肉厚
が均一に減少する腐食。比較的検知しやすい腐食である。

局部腐食
（孔食）

表面形状・性状の不連続、腐食媒体の流れの不均一などによっ
て、局部的に腐食が進行するもので、深さ方向への侵食が速く
（ピット状）、検知が難しい。

応力腐食
割れ
（SCC）

応力の存在下で割れ状に腐食が進行するもので、割れ進展速
度が速く、最も危険な腐食現象である。18Cr-8Ni系ステンレス
鋼の塩化物イオンによるSCCが最もよく知られている。

クリープ
金属材料は常温では変形、破壊の発生しない負荷条件でも、
一定の温度以上では時間とともに変形が進行し、破壊に至る。
これをクリープ（またはクリープ破壊）と呼ぶ。

エロージョン 流体によって材料表面が削り取られる現象

磨耗 固体の接触・摺動によって材料表面が削り取られる現象

材料特性（冶金的）
劣化を原因とする脆性
破壊や腐食

金属材料は高温で拡散によって原子が移動し、組織変化が起こ
り、材料特性の低下が起こる。材料特性の低下後は、これまで
の使用条件でも破損が起きる。例えば、
・�一定期間高温での使用後の鞭性の低下（焼戻し脆化、クリー
プ脆化、475℃脆化、シグマ相脆化など）による脆性破壊
・�一定期間高温での使用後の耐食性の低下（鋭敏化など）によ
る腐食損傷

表 1 金属材料の損傷機構と概要
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が可能である。表 2に各損傷機構発生の必須条件を示す。使

用条件を入れることで、懸念される破損機構を抽出でき、抽

出ツールとして利用できる。例えば、温度が常温で、静的負

荷条件、環境に流動がなく、腐食性もなければ、損傷劣化の

心配はないと判断できる。ただ、通常の大気、雨水などの環

境でも緩やかな腐食性を有し、長期間の使用では破損原因と

なるので、環境の腐食性については、より詳細なスクリーニ

ングが必要となる。

2.3　余寿命算定ガイドライン

腐食およびエロージョンによる減肉、またクリープは、時

間とともに一義的に劣化が進行する（trendable）機構であ

り、余寿命を時間で算定できる。

腐食による減肉に対する、余寿命算定のガイドラインを

API581を参考にして以下に紹介する。

（1） 材質、使用温度および環境が同一の腐食減肉が発生す

る範囲を定め、その範囲で次の算定を行う。

（2） 以下の手順で減肉（腐食）速度（Wa）を求める。定期検

査などで肉厚が計測されている場合、計測結果から

Wa（mm/hr）を求める。

［1回のみ肉厚計測が行われている場合］

Waは以下の式で求められる。

Wa＝（ti－tm）/T0

tm： 計測された肉厚

ti： 初期肉厚（計測されていない場合は公称肉厚）

T0： 肉厚計測時点での累積運転時間（hr）

［2回以上肉厚計測が行われている場合］

初期肉厚を含む計測結果（通常最大減肉値）を時間

に対してプロットし平均減肉速度（Wa）（mm/hr）を

求める。（その際、最小 2乗法などで整理されること

が望ましい。）

［肉厚計測が 1回も実施されていない場合］

文献（腐食ハンドブックなど）および専門家（経験

者）などのデータからのWrを求める。

API RP581 Appendix Gには、減肉をもたらす腐食

速度（Wr）の参考にできるものが多数示されてい

る。例として、塩酸による各種材料の腐食速度を表

3のようにまとめることができる。塩酸中での腐食を

検討する場合に参考にできる。

（3） 減肉速度裕度

実構造物における腐食は、種々の要因に依存して大

きなばらつきを有する現象と考えられる。

腐食現象そのものが確率的現象であり、さらに環境

（温度を含む）の不均一、変動、材質の不均一、欠陥

（溶接部など）などが、ばらつきを大きくしている要因

である。

減肉の進展によって、漏洩、破壊に至るまでの寿命

を求める場合、肉厚計測および文献から得られた減肉

速度に裕度係数（安全係数）を掛けて計算する必要が

ある。裕度係数は、検査の方法および範囲による検査

の有効度と検査の回数によって決まる。API581では、

検査の有効度を全面減肉（表 4）および部分減肉（表 5）

表 2 損傷機構発生の必須条件

表 3  塩酸（pH1.5）中の各種材料の 40℃および 80℃における腐食速
度（mm/year）

表 4 全面減肉に対する検査有効度レベル

表 5 部分減肉に対する検査有効度レベル
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の場合に分けて示している。

検査の回数を増やすことで、不確定要因を減らすこ

とができ、減肉速度に対する裕度（安全係数）を小さく

することができる。検査有効度と検査回数による減肉

速度裕度の関係を係数（S）として表 6に示す。係数の

決定には、ベイズの定理 5）が使われている。

（4） 以下の手順で余寿命（Ln）を算出する。

［検査時に肉厚が計測されている場合］

Ln＝（tm－tsr）/Wa/S …………………………（1）

tm： 計測された肉厚

tsr： 必要最小肉厚（圧力、荷重に耐えるに必要な

最小肉厚）

［肉厚計測がされていない場合］

各種のデータ源から得られたWrを用いて、余寿命

（Ln）は（2）式で求められる。

Ln＝（ti－Wr × T1－tsr）/Wr/S …………………（2）

Ti： 初期肉厚（計測されていない場合は公称肉

厚）

T1： 現時点での累積運転時間（hr）

この場合、Sは 4となる（表 6の検査なしに相当）。

2.4　発生感受性評価ガイドライン

疲労および応力腐食割れ（SCC）は、発生のために一定の

閾（しきい）値があり、時間とともに一義的に劣化が進行する

とは限らない（non-trendable）破損機構で、余寿命（時間）

の評価が難しいため、発生の感受性（起きやすい、起きにく

い）としての評価になる。

塩化物環境におけるSCCの発生感受性を求めるためのフ

ローを図 1に示す。機械システム振興協会の委託研究によ

り、（財）エンジニアリング振興協会が実施した「機械システ

ム等のメンテナンス最適化のためのRBM手法の開発に関す

るフィージビリティスタディ」6）で開発されたツールで、国内

の石油精製、化学プラントを対象としたステンレス鋼の塩化

物応力腐食割れ（SCC）に関するアンケート結果 7,8）および

API581の塩化物 SCCテクニカルモジュールを参考にして作

成されたものである。

図 1では、以下のいずれかの条件が成り立つ場合、感受性

係数Oとして排除する。

（1） Ni含有量が 45％以上の材料

（2） 塩化物濃度が 10ppm未満で濃縮がない環境

（3） 最高使用温度が 50℃以下

（4） 15年以上使用した後の検査で割れが検出されず、その

後同一条件で使用している。

上記に合致しない場合は、以下の条件を確認する。

（1） 脱気されているか（低酸化性環境）

（2） 構造上、流れが停滞する、または気液界面があるか

pH、材料区分、温度および塩化物イオン濃度に対する 5

段階（0：なし、1：微、2：小、3：中、4：大）の発生感受性

を表 7－10で確認できる。ここで、材料区分Ⅰは SUS304,316

およびそれに準ずるオーステナイト系ステンレス鋼、Ⅱは

Cr22％以上の 2相ステンレス鋼およびNCF800である。

2.5　破損確率算定ガイドライン

破損による被害の大きさ（影響度）は、金額、死傷者数、

環境影響面積などの数値で表現されるので、破損の起きやす

図 1 塩化物 SCC の感受性評価フロー

表 6 検査有効度及び検査回数に対する減肉速度裕度係数（S）
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さを確率（数値）で表現すれば、リスクを両者の積で定量的に

表現できる。破損確率の算定には2通りの方法が考えられる。

（1）�過去の破損事例データベースを基準にする方法

対象とする設備、機器、部位での損傷事例データベースが

存在する場合、一般破損確率として整理することで、それを

基準に破損の起こりやすさを算定できる。API5811）には、表

11に示すように石油精製プラント各機器、部位に一定の大き

さの穴が生ずる確率が示されている。石油精製プラントにお

ける主たる被害は、流体の漏洩によって起こり、被害の大き

さは漏洩量によって決まるので、破損によって生ずる穴の大

きさが重要となり、穴の大きさごとに破損確率が整理されて

いる。

API581では、定量的な破損の起こりやすさは、機器・部

品ごとの一般破損確率に、対象とする機器・部品の状態を示

す機器修正係数と管理システム修正係数を掛けることで求め

られるとしている。ここで、機器修正係数とは、損傷、検

査、設計、設備状態、プロセスなどについて、その状態のレ

ベル分けを係数として表示したものである。損傷および検査

については、前述したツールを用いて求めた余寿命および発

生感受性を係数化して使用することができる。

設計、設備状態、プロセスについては、設備の立地条件

（海岸、地震の程度など）、使用した設計基準の信頼性、安全

弁の能力、設備の複雑さ（分岐、ノズルなどの数）、使用年

数、運転の安定性（起動・停止頻度など）などが因子とさ

れ、管理システム修正係数とは、変更管理、操業手順管理、

表 9 塩化物 SCC 発生感受性（脱気あり、流れの滞留および気液界面なしの場合）

表 10 塩化物 SCC 発生感受性（脱気あり、流れの滞留または気液界面ありの場合）

表 7 塩化物 SCC 発生感受性（脱気なし、流れの滞留および気液界面なしの場合）

表 8 塩化物 SCC 発生感受性（脱気なし、流れの滞留または気液界面ありの場合）
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安全活動、訓練の有無などが因子となる。これらの優劣を係

数化して修正係数とすることができる。

しかし、信頼性ある一般破壊確率の値を得るには、膨大な

破損および検査などの保全データを収集し、統計確率的に整

理しなければならず、多くのプラント、設備では、一般破壊

確率データが存在しないと考えるべきである。従って、多く

の場合一般破損確率を用いないで破損の起こりやすさを求め

る方法が必要となる。

（2）�経時的破損機構における余寿命予測または感受性評価

結果を基準にする方法

2.1から 2.4項で述べた余寿命または感受性を確率として

表現する方法は確立されていない。しかし、全ての破損は確

率現象であり、分布の形およびばらつきの大きさを仮定する

ことで、破損確率に変換することは可能である。

リスクの半定量的表現に用いる起きやすさのレベル（1－4）

と破損確率、余寿命、破損感受性の関係の例を表12に示す。

破損確率10－3（1000基に1基、1000年に1回）、余寿命20年、

定期検査 10回（定期検査間隔 2年と仮定）および non-

trendable破損の感受性が微（極めて低い）をレベル 4（破損

が極めて起きにくい）とし、破損確率 10－1（10基に 1基、10

年に 1回）、余寿命 4年、定期検査 2回（定期検査間隔 2年と

仮定）およびnon-trendable破損の感受性が大（極めて高い）

をレベル 1（破損が極めて起きやすい）と定義して、その間の

レベルの破損確率、余寿命、破損感受性を求めた。

	3	 	被害の大きさ評価ツール

被害の種類としては、以下の 3種類がある。

（1）経済的被害 ……  破損によってプラント、設備の操業

が止まることによる売上減少、補修

の費用など。すべての対象物に共通

する被害で、金額で表現できる。

（2）人的被害 ………  破損（流出流体の爆発、火災などを

含む）によって生ずる人身事故で、

工場内外の人間が対象となる。人

数、負傷の程度などで表現される。

毒性のある物質の流出による人的被

害も含まれる。

（3）環境への被害 …  対象範囲で扱われる物質（プロセス

流体など）が環境を汚染するもので

ある場合、破損による流出で環境汚

染の被害をもたらす。この被害は汚

染物質の量（汚染の範囲）と汚染程

度の積として表現される。

図 2 9）に示すフローは被害大きさ算定のツールとして使用

できる。対象とするプラント、設備において想定される被害

を毒性、可燃性、操業損失、人身災害の順に算定すること

で、最終的に経済性、安全性、環境の 3ケースの被害が求め

られる。

化学プラントや石油精製プラント等においては、環境への

被害が重要である。環境への被害の大きさに関しては、毒性

および可燃性物質の影響をうけるエリア（面積）を評価する

ことになる。これらの計算に関しては、TNO 10,11）やAPI581、

日本化学工業協会 12）などの文献を参考に算出することができ

る。

また、被害の大きさ（影響度）を低減してリスクを小さくす

ることができる。被害の大きさ算定において、その低減方法

の状況を評価して、被害の大きさ（影響度）を算定すること

が必要となる。図 3は、可燃性、爆発性、環境汚染性物質を

扱うプラント、設備での漏洩、流出よる被害に対する被害低

減策を考慮した算定の流れを示す。漏洩を「検知」、「遮断」、

「ブローダウン」能力、流出した液体が敷地外に流出しないよ

うにするための防油堤などでの「囲い込み」能力、火災発生

の場合の「消火」能力、人的被害低減のための「検知」および

「避難」能力を評価して、被害の大きさ算定を行うべきことが

示されている。これらの低減因子を係数化することで、被害

の大きさ（影響度）評価ツールとして使用できる。

表 11 API581 における機器破損一般確率（例）

表 12  破損の起きやすさレベルと破損確率、余寿命、破損感受性の
関係例
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リスク評価ツール

	4	 	おわりに

紙面の都合上、すべてのツールを紹介することはできない

が、これまでに述べたような方法でツールの作成が可能であ

る。リスクを基準とするメンテナンスでは、それぞれのプラ

ントにおける目的、対象範囲を明確にし、それぞれに適した

リスク評価方法、判断基準を定め、専門家の知識を十分に活

用して、評価ツールを作成し、関係者の合意を得て、実施す

ることが重要である。本講座が少しでもお役に立てれば幸い

である。
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